
⑤.事業運営

　本町の事業運営の課題としては、経常損益のマイナス状態が挙げられる。

　今後の老朽管の更新費用等も考えられる中、適切な資産管理を行い収益の確保に取り組む必要がある。

　そのため、適切な資産管理を検討するためにアセットマネジメントの実施を行う。

図 4-2.収益的収支（平成24年度～令和3年度決算値）
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⑥.課題点の整理

　これまでに挙げられてた課題点をまとめると、以下のようになる。

配水量
将来的な人口・水需要減少への対応

（効率的な水道施設の更新等）

県水受水量の確保

事業運営
経常損益のマイナス状態

適切な資産管理

図 4-3.課題点の整理

水質監視体制の維持

水源
水質

管路 老朽管の効率的な更新計画
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第　5　章

課題解決のための方策
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5.　課題解決のための方策

①.課題の解決方策

　「4.　水道事業の現状と課題」で抽出した、本町水道施設の課題を解決するための方策を図 5-1にまとめる。

　このうち、「管路整備計画」、「アセットマネジメントの実施」については次章で取りまとめる。

　「県との緊密な連携」と「監視体制の維持」については、日々の業務で行っていく。

課題 解決方策

県との緊密な連携

監視体制の維持

老朽管の効率的な更新計画

経常損益のマイナス状態
適切な資産管理

アセットマネジメントの実施

管路整備計画

将来的な人口・水需要減少への対応
（効率的な水道施設の更新等）

県水受水量の確保

水質監視体制の維持

図 5-1.課題に対する解決方策
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②.方策の概要

管路整備計画

　水道管路に関する課題を解決するために、管路整備計画を策定する。

　耐震化・更新検討を実施し、別途方策の「アセットマネジメントの実施」の結果を踏まえながら策定する。

　管路整備計画の詳細については「6.　事業計画」の「②.管路整備計画」にて取りまとめる。

アセットマネジメントの実施

　適切な資産管理を検討するためにアセットマネジメントの実施を行う。

　アセットマネジメントの詳細については「6.　事業計画」の「①.アセットマネジメント」にて取りまとめる。

県との緊密な連携

　本町の水源水量は100%沖縄県企業局からの受水であり、必要量の確保については県との調整が必要である。

　そのため、県との緊密な連携体制を整えていく。

監視体制の維持

　今後も水質検査を継続して実施する。

3）

4）

1）

2）
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③.計画給水人口・給水量

　本計画における計画給水人口・給水量は、将来の水需要の見通しから次のように設定した。

計 画 1 日 最 大 給 水 量

計　画　値

： 12,650 人

： 4,431 /日

計 画 給 水 人 口

4,200

4,300

4,400

4,500

4,600

4,700

4,800

4,900

5,000

12,300

12,400

12,500

12,600

12,700

12,800

12,900

13,000

13,100

13,200

13,300

13,400

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

給水人口（人） 1日最大給水量

推計最終年度給水人口

12,643人

推計最終年度1日最大給水量

4,431  /日

36



第　6　章

事　業　計　画

37



6.　事業計画

①.アセットマネジメント

検討の目的

　本町の事業運営の課題としては、経常損益のマイナス状態が挙げられる。

　今後の老朽管の更新費用等も考えられる中、適切な資産管理を行い収益の確保に取り組む必要がある。

収支の見通しを明らかにすることで、水道施設における基本計画の基準案を策定することである。

年数等を考慮して40年の中長期の見通しについて検討する。

検討内容の構成

　検討内容の構成を以下に示す。

アセットマネジメントで実施する調査の方針についての説明

資産情報を整理し現状把握及び将来の見通しの把握

更新需要の算定

更新需要に基づいた財政収支見通しの算定

検討結果の評価及びマクロマネジメントのレベルアップに向けた改善方策

検 討 期 間 に つ いては 、「 水 道 事 業 に お ける アセット マネ ジメント に 関 す る 手 引 き 」 より 、施 設 の 耐 用

1）

そのため、本町が保有する水道施設について、中長期的な更新需要の見通しを明らかにし、将来の財政

2）

3） ：

4） ：

5） ：

6） ：

7） ：
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アセットマネジメントで実施する調査の方針についての説明

（1）調査対象

　本検討の調査対象は、本町水道事業の施設（配水池）及び管路とする。

（2）検討方法

　（2）-1.アセットマネジメントの実践サイクル

関する手引き』（以下、アセットマネジメントの手引き）に記載される内容と定義する。

効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動」を指す。

　アセットマネジメントは以下の４つの要素で構成される（図 6-1参照）。

必要情報の整備

ミクロマネジメントの実施

マクロマネジメントの実施

更新需要・財政収支見通しの活用

A .

B .

C .

D .

図 6-1.水道事業におけるアセットマネジメントの構成要素と実践サイクル

（出典）　アセットマネジメントの手引き、2009、Ⅰ-15

3）

本業務におけるアセットマネジメントは厚生労働省『水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に

アセットマネジメントの手引きで定義される水道におけるアセットマネジメントとは、「水道ビジョンに掲げた

持続可能な水道事業を実現するために、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって
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するものであり、両要素間を有機的に連結させる役割を果たす。

中長期的な観点から「更新需要見通し」及び「財政収支見通し」について検討する。

更新需要見通し」及び「財政収支見通し」に関する検討成果を活用する。

（2）-2.本検討における内容

マクロマネジメントの実施とミクロマネジメントの実施がある。

　本検討では、固定資産台帳及び水道管理図を用いてマネジメントを実施する。

更新財源としての企業債の償還期間を考慮し、４０年の中長期の見通しについて検討する。

　更新需要及び財政収支見通しにおいては、下記のケースについて実施する。

　・法定耐用年数で更新したケース（ケース①）

　・実使用年数に基づく更新基準で更新したケース（ケース②）

　・実使用年数に基づく更新基準で更新　+　管路耐震検討を基にした更新（ケース③）

    耐用年数で更新（ケース④）

A .

B .

C .

D .

「 （2）-1.アセットマネジメントの実践サイクル」で示したようにアセットマネジメントの実施については

「必要情報の整備」は、ミクロマネジメントやマクロマネジメントの実施に必要な基本情報を収集・整理

「ミクロマネジメントの実施」では、個別の水道施設ごとに「運転管理・点検調査」などの日常的な維持

管理や「施設の診断と評価」を実施し、マクロマネジメントの実施に必要なデータの収集や整備等を行う。

「マクロマネジメントの実施」では、水道施設全体の視点から各施設の重要度・優先度を考慮した上で、

「更新需要・財政収支見通しの活用」では、地域施設整備計画等の計画作成や、水道利用者等に対

して事業の必要性・効果を説明するための情報提供に、マクロマネジメントの実施を通じて得られた「

マクロマネジメントでは中長期の更新需要及び財政収支の見通しの把握が必要であり、施設の耐用年数や

・実 使用 年数 に基 づく更新 基準 で更 新 + 管路 耐震 検討 を基 にした更 新 ＋ 基幹 管路 のみ 法定
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（3）マクロマネジメントの検討手法

分類に大別されている（表 6-1 参照）。

（3）-1.更新需要の検討手法

タイプ１（簡略型） ： 固定資産台帳等がない場合の検討手法

の明細（取得年度、帳簿原価等）を把握することが基本的に困難である。

算定する。

タイプ２（簡略型） ： 固定資産台帳等はあるが更新工事との整合が取れない場合の検討手法

度を踏まえた更新時期の検討ができない。

このような場合、資産を経過年数別に集計した結果を用いて、更新時期を設定し更新需要を算定する。

タイプ３（標準型） ： 更新工事単位の資産台帳がある場合の検討手法

考にし、重要度に応じた更新時期を設定し、更新需要を算定する（時間計画保全）。

を算定する（状態監視保全）。

タイプ４（詳細型） ： 将来の水需要等の推移を踏まえ再構築や施設規模の適正化を考慮した場合の手法

算出する。

さらに、機能診断や耐震診断結果に基づき、個別施設ごとに耐震化等を考慮した事業の前倒し（耐震化の

早期実施）や補修等による更新時期の最適化（供用期間の短縮又は延長（延命化） ）を検討し、更新需要

将来人口の推移や拡張事業の推移等を勘案した需要水量を考慮して、水道施設の再構築や適正な施設

規模を検討するとともに、維持管理費を含めた水道施設全体のライフサイクルコストを考慮した更新需要を

・

・

・

・

日常の維持管理や点検調査に必要な施設台帳は整備されているが、固定資産台帳がない場合は、資産

このような場合、過去の投資額（建設改良費等）に関するデータや類似施設の情報等をもとに更新需要を

資産に関する台帳やデータは整備されており、資産の建設年度別の資産額（帳簿原価）は把握できてい

るが、台帳における施設の区分が更新工事と整合しておらず、個別の資産（施設）ごとに優先度及び重要

施設台帳や図面等があり、資産の取得年度や取得額等、更新需要を算定するためのデータが整備されて

いる。 構造物の取得年度や管路の布設年度別延長データ等を基に、法定耐用年数や経過年数などを参

マクロマネジメントの検討手法は、アセットマネジメントの手引きでは、簡略型、標準型、詳細型があり、更新

需要の検討手法についてはタイプ１～４の４分類、財政収支の見通しの検討手法についてはタイプＡ～Ｄの４
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（3）-2.財政収支の見通しの検討手法

タイプＡ（簡略型） ： 事業費の大きさで判断する検討手法

必要な基礎データ等がない場合が考えられる。

実施可能性を検討する。

タイプＢ（簡略型） ： 資金収支、資金残高により判断する検討手法

不確実な場合や、料金体系の大幅改定を検討中で給水収益の見通しが立てにくい場合が考えられる。

する。

タイプＣ（標準型） ： 簡易な財政シミュレーションを行う検討手法

需要に対して簡易な財政シミュレーションを行い、資金残高や企業債残高を把握する。

タイプＤ（詳細型） ： 更新需要以外の変動要素を考慮した検討手法

確保について検討する。

　表 6-1に更新需要及び財政収支見通しの検討手法タイプのまとめを示す。

　本検討では、タイプ３Ｃ（標準型）での検討を実施する。

タイプ２
タイプ２Ａ タイプ２Ｂ タイプ２Ｃ

（簡略型）

タイプ４
タイプ４Ｄ

（詳細型）

タイプ３
タイプ３Ａ タイプ３Ｂ タイプ３Ｃ

（標準型）

タイプ１
タイプ１Ａ タイプ１Ｂ タイプ１Ｃ

（簡略型）

更新需要見通し （簡略型） （簡略型） （標準型） （詳細型）

の検討手法

・

・

財政収支見通し

の検討手法 タイプＡ タイプＢ タイプＣ タイプＤ

・

・

地方公営企業法を適用していない簡易水道を統合した等の理由で、財政収支見通しを検討するために

このような場合、収益的収支、資本的収支、資金収支等の検討ができないため、更新事業費の大きさで

例えば、大口利用者の進出が計画されている等の理由で、将来の需要の動向（料金収入の見通し）が不

このような場合、収益的収支の検討はできないが、資本的収支は検討可能であるため、資本的収支を算定

し、資金残高から事業の実施可能性や更新財源の確保（ 損益勘定留保資金等（内部留保資金） ）を検討

一定の条件の下で、収益的収支、資本的収支、資金収支等の検討が可能な場合、別途算定した更新

水道料金、損益勘定留保資金等（内部留保資金）、企業債残高の水準等について検討し、適正な資金

表 6-1.更新需要及び財政収支見通しの検討手法タイプ
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資産情報を整理し現状把握及び将来の見通しの把握

（1）情報整理方針

手引きの記入様式を作成する。作成する記入様式は以下の通りである。

様式 1 ： 年度別建設改良の実績

様式 2-1 ： 構造物の取得年度、帳簿原価等

様式 2-2 ： 管路の布設年度別延長

（2）固定資産台帳の整理

（2）-1.整理方針

　本検討では、水道施設の更新需要の算定は令和3年度末時点の固定資産台帳を用いて実施する。

　整理においては、以下の点に留意して実施する。

『法的耐用年数』の欄で整理する。

『工種』は、土木、建築、機械、電気、管路の5つに分類する。

『帳簿原価』は、固定資産台帳の取得金額とする。

『取得年度』は、固定資産台帳の取得年度とする。

※管路については、固定資産台帳に記載がない場合は管理図の取得年度とする。

『法的耐用年数』は、固定資産台帳の耐用年数とする。

・

・

4）

・

・

・

タイプ３Ｃ相当のマクロマネジメント手法を実施するため、基礎的なデータを整理しアセットマネジメントの

・

・

簡 易 支 援 ツ ー ル 入 力 様 式 へ の 適 用 を 勘 案 し 、 『 工 種 』 、 『 帳 簿 原 価 』 、 『 取 得 年 度 』 、 及 び

・

43



（2）-2.様式１（建設改良費の実績）の作成

　様式１では、年度別建設改良費の実績を現在価値化して記入する。このため、現在価値に換算するための

デフレータを設定する必要がある。デフレータには国土交通省の建設工事費デフレータ（上・工業用水道）を

使用する。  建設工事費デフレータ（上・工業用水道）は1985年度（昭和60年度）以降しか公表されていない

ため、1984年度（昭和59年度）以前については、比較的近い値を示している下水道のデフレータをもとに次式

で算出する。

〇〇年度の上・工業用水道デフレータ ＝ 〇〇年度の下水道デフレータ × （1985年度の上・工業用水道

デフレータ ÷ 1985年度の下水道デフレータ）

1984年の上・工業用水道デフレータ

=

　2015年度（平成27年度）基準を2022年度（令和4年度）基準に直したデフレータを表 6-2に示す。

（暫定）
（暫定）
（暫定）
（推定）

2021年度 113.6 100.0
2022年度 100.0

2019年度 108.9 95.9
2020年度 108.9 95.9

89.8
1984年度 78.8 78.6 69.2 2018年度 105.8 93.1
1983年度 77.5 77.3 68.0 2017年度 102.0

88.0
1982年度 77.6 77.4 68.1 2016年度 100.1 88.1
1981年度 77.4 77.2 68.0 2015年度 100.0

85.0
1980年度 76.5 76.3 67.2 2014年度 99.5 87.6
1979年度 70.2 70.0 61.6 2013年度 96.6

83.9
1978年度 64.6 64.4 56.7 2012年度 94.7 83.4
1977年度 60.5 60.3 53.1 2011年度 95.3

82.7
1976年度 57.6 57.5 50.6 2010年度 94.1 82.8
1975年度 53.7 53.6 47.2 2009年度 94.0

82.3
1974年度 53.1 53.0 46.7 2008年度 98.8 87.0
1973年度 43.8 43.7 38.5 2007年度 93.5

78.3
1972年度 34.3 34.2 30.1 2006年度 90.6 79.8
1971年度 32.4 32.3 28.4 2005年度 89.0

75.7
1970年度 31.7 31.6 27.8 2004年度 87.5 77.0
1969年度 29.5 29.4 25.9 2003年度 86.0

75.4
1968年度 27.5 27.4 24.1 2002年度 85.0 74.8
1967年度 26.7 26.6 23.4 2001年度 85.6

76.6
1966年度 25.3 25.2 22.2 2000年度 87.2 76.8
1965年度 23.7 23.6 20.8 1999年度 87.0

78.7
1964年度 23.0 22.9 20.2 1998年度 88.0 77.5
1963年度 22.2 22.1 19.5 1997年度 89.4

78.2
1962年度 21.8 21.7 19.1 1996年度 88.5 77.9
1961年度 21.0 20.9 18.4 1995年度 88.8

77.8
1960年度 19.0 19.0 16.7 1994年度 88.6 78.0
1959年度 17.9 17.9 15.8 1993年度 88.4

77.1
1958年度 17.5 17.5 15.4 1992年度 88.6 78.0
1957年度 18.1 18.1 15.9 1991年度 87.6

72.5
1956年度 17.1 17.1 15.1 1990年度 85.3 75.1
1955年度 15.4 15.4 13.6 1989年度 82.4

68.0
1954年度 15.3 15.3 13.5 1988年度 78.7 69.3
1953年度 15.3 15.3 13.5 1987年度 77.3

77.7 68.4
1952年度 14.3 14.3 12.6 1986年度 76.8 67.6
1951年度 13.3 13.3 11.7 1985年度 77.9

年度

下水道 上・工業用水道に変換

年度

下水道 上・工業用水道
（元ﾃﾞｰﾀ） （補正値） （元ﾃﾞｰﾀ） （補正値）

基準 基準 基準 基準 基準 基準
2015年度 2015年度 2022年度 2015年度 2015年度 2022年度

77.9 （1984年の下水道デフレータ） ） 78.6

表 6-2　建設工事費デフレータ

例：

78.8 （1984年の下水道デフレータ） ×（ 77.7 （1984年の上・工業用水道デフレータ） ÷
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　本検討における様式1は固定資産台帳の情報をもとに作成する。

　年度別建設改良費の実績を図 6-2及び表 6-3～6.4に示す。

次に1987年（昭和62年度）の1.7億円となっている。

　※実質ベースとは、表 6-4の名目ベースに表 6-2　建設工事費デフレータを考慮し現在価値化した値となる。

建設改良費の総額は約33.3億円であり、年度毎では1989年（平成元年度）が最も多く約2.9億円であり、

図 6-2　固定資産台帳での年度別取得金額（実質ベース）
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3,329,374 総　額

45,715

7,888

H 27

H 28

H 29

H 30

R 1

H 2

H 3

2016

2017

2018

2019

2020

2021

0

71,901

0

12,129

0

58,519

126,940

105,446

20,098

4,705

3,810

4,732

8,800

92,105

27,841

172,408

146,747

141,731

286,273

116,681

157,512

121,091

72,128

92,746

98,296

H 23

H 24

H 25

H 26

H 9

H 10

H 11

H 12

H 13

H 14

H 15

H 16

H 17

112,307

132,389

145,875

78,614

130,834

140,219

132,206

29,473

24,726

48,398

H 20

H 21

H 22

H 18

19,622

141,980

130,770

20,307

43,529

S 55

S 56

S 57

S 58

S 59

S 60

S 61

S 62

H 19

S 63

H 1

H 2

H 3

H 4

H 5

H 6

H 7

H 8

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

西　暦 和　暦 備　考

表 6-3　様式1（年度別取得金額：実質ベース）　単位（千円）

建設改良費

1979 S 54 1,883
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2020 H 2 43,841

2021 H 3 7,888

2017 H 29 0

2018 H 30 11,293

2019 R 1 0

2014 H 26 68,866

2015 H 27 0

2016 H 28 63,345

2011 H 23 94,226

2012 H 24 110,413

2013 H 25 123,994

2008 H 20 50,912

2009 H 21 104,980

2010 H 22 87,310

2005 H 17 102,393

2006 H 18 16,205

2007 H 19 35,825

2002 H 14 36,202

2003 H 15 14,854

2004 H 16 109,325

1999 H 11 101,270

2000 H 12 22,636

2001 H 13 18,644

1996 H 8 114,316

1997 H 9 102,967

1998 H 10 108,670

1993 H 5 56,116

1994 H 6 72,342

1995 H 7 76,868

1990 H 2 87,628

1991 H 3 121,442

1992 H 4 94,451

1987 S 62 117,238

1988 S 63 98,220

1989 H 1 207,548

1984 S 59 6,090

1985 S 60 63,000

1986 S 61 18,821

1981 S 56 3,200

1982 S 57 2,595

1983 S 58 3,218

西　暦 和　暦 建設改良費 備　考

1979 S 54 1,160

1980 S 55 13,506

表 6-4　様式1（年度別取得金額：名目ベース）　単位（千円）
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（2）-3.様式2-1の作成

レベルや更新需要算定の基礎となる資料である。図 6-3に様式2-1の入力結果を示す。

年度）に久得第二配水池の取得となる。

図 6-4　取得年度別帳簿原価（様式2-1　構造物及び設備等）

様式2-1は、構造物及び設備等について固定資産台帳から取得年度、帳簿原価等を整理し、施設の健全度

図 6-3　様式2-1（構造物及び設備リスト）

構造物及び設備の総資産額は約9.3億円であり、1998年度（平成元年度）に久得配水池、2023年度（令和5
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（3）管理図からの整理

（3）-1.整理方針

　本検討では、管路の更新需要の算出は管理図を用いて実施する。

　管理図より整理した結果を表 6-5及び6-6に示す。

※1

※1.良い地盤においては基幹管路が備えるべきレベル2地震動に対する耐震性能を満たすものと

　 整理することができる。

管　種

表 6-5　管種・継手構造の分布

％

0.00 m 0.00 ％

GP 10.62 m 0.02 ％

HIVP

RR 39.00 m 0.07

SGP

NCP

301.09 m 0.54

継手構造 延　長 構成比 備　考

DIP

NS型 520.67 m 0.93 ％

K型 22501.87 m 40.05 ％

A型 22375.75 m 39.82

T型 1603.67 m 2.85

％

％

GX型 1338.95 m 2.38 ％

CIP

K型 0.00 m 0.00 ％

A型 0.00 m 0.00 ％

0.00 m 0.00 ％

％

TS 37.57 m 0.07 ％

2735.42 m 4.87 ％

VP 101.95 m 0.18 ％

PP 0.00 m 0.00 ％

PE 0.00 m 0.00 ％

HPPE 4619.83 m 8.22 ％

その他（注1） 0.00 m 0.00 ％

計 56186.39 m 100.00 ％

布設年度区分 延　長 構成比 備　考

1974年以前 0.00 m 0.00 ％

表 6-6　布設年度の分布

1975～79年 1160.19 m 2.06 ％

1980～84年 1155.41 m 2.06 ％

1985～89年 11283.16 m 20.08 ％

1990～94年 8782.61 m 15.63 ％

m 12.82 ％

2010～14年 7818.58 m 13.92 ％

1995～99年 9884.43 m 17.59 ％

2000～04年 6516.44 m 11.60 ％

2005～09年 7202.37

100.00 ％

2015～19年 1321.80 m 2.35 ％

2020～21年 685.04 m 1.22 ％

不　明 376.36 m 0.67 ％

計 56186.39 m

耐震管

耐震管

耐震管

耐震適合管

耐震化率 51.58 %
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（3）-2.様式2-2の作成

する様式となっている。図 6-5に様式2-2の入力結果を示す。

様式2-2は、管路の健全度レベル及び更新需要を算定する基礎資料であり布設年度、管種、延長等を整理
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図 6-5　様式2-2（管路）
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　整理したデータでの布設年度別延長を表6-7及び図6-6に示す。

次に1988年度（昭和63年度）の3.6kmとなっている。

管路の総布設延長は56.2kmであり、年度毎の布設延長は1987年度（昭和62年度）が最も長く5.5kmであり、

和　暦

不明

S 54

西　暦

不明

1979

S 55

S 56

549.08

733.64

1,255.95

1,498.36

表 6-7　布設年度別延長　単位（ｍ）

S 57

S 58

S 59

S 60

S 61

S 12 2000

S 13 2001

S 14 2002

S 15 2003

S 16 2004

S 20 2008

布設延長

376.36

1,160.19

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

108.52

346.05

277.34

215.31

208.19

1,012.48

896.07

5,496.04

3,645.95

232.62

1,822.79

1,823.41

2,247.21

1,135.74

2014 485.53

S 27 2015 0.00

951.99

S 21 2009 1,897.64

S 22 2010 1,662.57

S 23 2011 1,683.40

2,479.41

S 17 2005 2,159.26

S 18 2006 364.03

S 19 2007 1,829.45

H 11 1999

1,753.46

1,610.42

2,101.68

1,352.90

2,528.09

2,291.34

S 62

S 63

H 1

H 2

H 3

H 4

H 5

H 6

H 7

H 8

H 9

H 10

1994

1995

1996

1997

1998

図 6-6　布設年度別延長　単位（ｍ）

2020 563.01

R 3 2021 122.03

R 2

和　暦 西　暦 布設延長

1,135.31

S 29 2017 0.00
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R 1 2019 0.00
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S 25 2013 2,676.03
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（4）将来見通しの把握

（4）-1.更新しなかった場合の健全度レベル

　構造物及び設備

試算する。

（経過年数が法的耐用年数の1.5倍を超える資産）の3区分を適用する。

　2022年度現在では、健全資産の割合は100%である。

2047年度には老朽化資産となる見込みである。

アセットマネジメント検討の対象期間（40年）内に更新しない設定で構造物及び設備の健全度レベルを

ここで、健全度レベルの判断基準は、アセットマネジメントの手引きに示された『健全資産』（経過年数が法的

耐用年数以内の資産）、『経年化資産』（経過年数が法的耐用年数の1.0～1.5倍の資産）及び『老朽化資産』

土木に関しては、対象区間（40年）内には健全資産を維持するが、法的耐用年数が短い電気については

図 6-7　構造物及び設備の健全度レベル（更新しない場合）

表 6-8　構造物及び設備の健全度レベル（更新しない場合）
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　管　路

　アセットマネジメント検討の対象期間（40年）内に更新しない設定で管路の健全度レベルを試算する。

（経過年数が法的耐用年数の1.5倍を超える資産）の3区分を適用する。

なり老朽化資産が60%を占める見込みである。

年数以内の資産）、『経年化資産』（経過年数が法的耐用年数の1.0～1.5倍の資産）及び『老朽化資産』

健全度レベルの判断基準は、構造物及び設備の場合と同様に、『健全資産』（経過年数が法的耐用

図 6-8　管路の健全度レベル（更新しない場合）

表 6-9　管路の健全度レベル（更新しない場合）

結果として、2022年度現在では老朽化資産はないが、2042年度から増えはじめ40年後には健全資産はなく
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（4）-2.法定耐用年数で更新したケース（ケース①）の健全度レベル

　構造物及び設備

　法定耐用年数で更新すると、全ての年度で健全資産を維持できる。

表 6-10　構造物及び設備の健全度レベル（ケース①で更新した場合）

図 6-9　構造物及び設備の健全度レベル（ケース①で更新した場合）
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　管　路

　法定耐用年数で更新すると、全ての年度で健全資産を維持できる。

図 6-10　管路の健全度レベル（ケース①で更新した場合）

表 6-11　管路の健全度レベル（ケース①で更新した場合）

0

10

20

30

40

50

60

2022年 2027年 2032年 2037年 2042年 2047年 2052年 2057年 2062年

管
路
延
長

㎞

西暦年度

管路の健全度

健全管路 経年化管路 老朽化管路

57



（4）-3.実使用年数に基づく更新基準で更新したケース（ケース②）の健全度レベル

の実施マニュアル　Ver.2.1」の６.実使用年数に基づく更新基準の設定例の数値を採用する。

施設の実使用年数に基づく更新基準の設定については、「簡易支援ツールを使用したアセットマネジメント
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　構造物及び設備

　全体的に健全資産が占める割合が多い。

　2042年度に経年化資産が発生し、2047年度には老朽化資産となるが占める割合は5%程度である。

表 6-12　構造物及び設備の健全度レベル（ケース②で更新した場合）

図 6-11　構造物及び設備の健全度レベル（ケース②で更新した場合）
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　管　路

　徐々に経年化資産の占める割合多くなる傾向である。

　経年化資産が占める最大割合が65%となり、2057年度には老朽化資産が発生する見込みである。

　老朽化資産は15%となる見込みである。

表 6-13　管路の健全度レベル（ケース②で更新した場合）

図 6-12　管路の健全度レベル（ケース②で更新した場合）
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（4）-4.実使用年数に基づく更新基準で更新　+　管路耐震検討を基にした更新（ケース③）の健全度レベル

した更新である。

　構造物及び設備

　ケース②と同様である。

　管　路

　ケース②とほぼ同様だが、経年化資産の最大割合が56%まで減少する。

基 本 的 に は 実 使 用 年 数 に 基 づ く 更 新 基 準 で 更 新 す る が 、 別 途 検 討 の 管 路 耐 震 検 討 結 果 を 加 味

表 6-14　管路の健全度レベル（ケース③で更新した場合）

図 6-13　管路の健全度レベル（ケース③で更新した場合）
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（4）-5.実使用年数に基づく更新基準で更新　+　管路耐震検討を基にした更新　+　基幹管路のみ法定耐用

　　　　 年数で更新（ケース④）の健全度レベル

　構造物及び設備

　ケース②と同様である。

　管　路

　経年化資産の最大割合が49%まで減少し、老朽化資産も11%程度になる。

図 6-14　管路の健全度レベル（ケース④で更新した場合）

表 6-15　管路の健全度レベル（ケース④で更新した場合）
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更新需要の算定

（1）法定耐用年数で更新したケース（ケース①）の更新需要

　構造物及び設備

あり更新費用が94百万円となる。

5）

対象期間内では、土木は更新はないが電気が2037年度～2041年度と2052年度～2056年度の2回更新が

図 6-15　構造物及び設備の更新需要（ケース①で更新した場合）

表 6-16　構造物及び設備の更新需要（ケース①で更新した場合）　　（単位：千円）
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　管　路

　2027年度～2046年度の20年間内に更新需要が集中し、更新費用は約2,458百万円となる。

　総更新費用は約3,601百万円となる。

表 6-17　管路の更新需要（ケース①で更新した場合）　　（単位：千円）

図 6-16　管路の更新需要（ケース①で更新した場合）
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（2）実使用年数に基づく更新基準で更新したケース（ケース②）の更新需要

　構造物及び設備

47百万円となる。

対 象 期 間 内 で は 、 土木 は 更 新 は ない が 電 気 が 2047 年 度 ～ 2051 年 度 の 1 回 更 新 が あ り更 新 需 要 が

表 6-18　構造物及び設備の更新需要（ケース②で更新した場合）　　（単位：千円）

図 6-17　構造物及び設備の更新需要（ケース②で更新した場合）
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　管　路

　2047年度～2056年度の10年間内に更新需要が集中し、更新費用は約1,158百万円となる。

　総更新費用は約1,537百万円となる。

表 6-19　管路の更新需要（ケース②で更新した場合）　　（単位：千円）

図 6-18　管路の更新需要（ケース②で更新した場合）
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（3）実使用年数に基づく更新基準で更新　+　管路耐震検討を基にした更新（ケース③）の更新需要

　構造物及び設備

　ケース②と同様である。

　管　路

　2027年度～2031年度の5年間内に更新需要が集中し、更新費用は約532百万円となる。

　総更新費用は約1,537百万円となる。

表 6-20　管路の更新需要（ケース③で更新した場合）　　（単位：千円）

図 6-19　管路の更新需要（ケース③で更新した場合）
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（4）実使用年数に基づく更新基準で更新　+　管路耐震検討を基にした更新　+　基幹管路のみ法定耐用年数

　　 更新（ケース④）の更新需要

　構造物及び設備

　ケース②と同様である。

　管　路

　2027年度～2031年度の5年間内に更新需要が集中し、更新費用は約532百万円となる。※ケース③と同様

　総更新費用は約2,178百万円となる。

図 6-20　管路の更新需要（ケース④で更新した場合）

表 6-21　管路の更新需要（ケース④で更新した場合）　　（単位：千円）
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更新需要に基づいた財政収支見通しの算定

　「5）更新需要の算定」で算定した更新需要について財政収支見通しを検討する。

　財政収支に関する各種費目・項目の実績値を整理し、中長期の財政収支計算の基礎資料を作成する。

　財政関係データの実績値は平成24年度～令和3年度の「嘉手納町水道事業会計決算報告書」を用いて行う。

　財政関係データの実績値整理結果を表 6-22及び6-23に示す。

6）

表 6-22　財政関係データの実績値整理結果（収益的収支）
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表 6-23　財政関係データの実績値整理結果（資本的収支）
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　財政シミュレーションにおける算定方法の概要を表 6-24に示す。

表 6-24　財政シミュレーションの算定方法概要

71



（1）法定耐用年数で更新したケース（ケース①）の財政収支シミュレーション結果

　収益的収支

　経常収支が毎年毎にマイナスになり事業として成り立たなくなる。

　そのため、水道料金の値上げを行い財源確保を実施する必要がある。

　値上げ率は、5年毎に上がっていき40年後には約30%の水道料金の値上げが必要となる。

表 6-25　収益的収支の将来値（ケース①）

図 6-21　収益的収支の将来値（ケース①）
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